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経済・財政分析 

2023 年には一時的歳入増によ
り財政が大幅回復、黒字予算が
見込まれる。連邦政府の課題
は、インフレ圧力をこれ以上高
めることなく生活費軽減策を提
供し、将来予測される構造的赤
字への対処を策定することであ
る。 

財務省は連邦予算案の中で、今後 2 年間は経済

は減速するであろうと予測している。インフレ

を抑えるために RBA が実施した 11 回の金利引

き上げは、家計の消費と投資を圧迫している。

重要なのは、インフレ率は 2022-23 年の 6%から

2023-24 年の 3.25%に低下すると予測されている

ことだ。これは、RBA の予測と概ね一致してい

る。労働市場は、需要減退に伴い緩和、失業率

は、現在の 3.5%から 2024 年 6 月には 4.25%、

2025 年 6 月には 4.5%へ上昇すると予測されてい

る。 

連邦政府は 2023 年度には、2008 年度以来とな

る 42 億豪ドルの財政黒字を見込んでいる。これ

は、力強い雇用の伸びと賃金の伸びによる個人

所得税収入の増加と、予想を大幅に上回るコモ

ディティ価格の上昇に起因する。2023 年度と 
2024 年度の雇用見通しの改善により、個人所得

税収入の短期的な好調が予想される。 

連邦政府はまた、石油資源使用税(PRRT)の改

正、たばこ税の増税、300 万豪ドル以上の退職

年金残高保有者の所得に対する税の倍増などの

税制改革による歳入の増加を期待している。連

邦政府は、生活費支援から高額な医療費の支払

補助まで、様々な分野における新たな支出策を

発表した。 

高インフレで家計の購買力が打撃を受けている

中、家庭や中小企業向けの 15 億ドルの電気料金

補助金を含む 146 億ドルの生活費救済策は、こ

の策が燃料価格高騰をさらに加速させるとの懸

念もあるが、家計の負担軽減に役立つ可能性が

ある。 

連邦政府の課題は、既存のインフレ圧力をさら

に高めないようにすることである。そして理想

的には、大幅な金利上昇を必要とせずに、イン

フレを抑制するための金融政策と、財政政策を

より適切に連携させることだ。 

GDP に占める連邦政府支出の割合は、前回予算

での予測よりも低いものの、依然としてパンデ

ミック以前の水準よりは高いことから、予算が

引き続き拡張的であることを示唆している。た

だし、予算のインフレ影響は、支出の額ととも

に、支出の構成と性質にも依存する。 

インフレは昨年末にピークに達した可能性が高

く、インフレの推進力はモノから、価格が賃金

の変動により敏感なサービスへと移った。今回

の予算は、サービス分野(高齢者ケア、医療、職

業訓練、教育)への支出に焦点をあてている。 

生計費の軽減策がモノに対するインフレ圧力を

大幅に高める可能性は低いが、サービス分野に

対する連邦政府の需要がサービスインフレに上

昇圧力を加える可能性がある。労働市場がひっ

迫している状況では、低賃金労働者や高齢者介

護労働者に対する賃金支援が、賃金インフレに

寄与する可能性がある。連邦政府の支出と賃金

支援がインフレに寄与している限り、金利が引

き上げられる必要があり、インフレとの戦いが

長期化するリスクがある。 

黒字は長くは続かないようだ。2023 年度の一時

的好循環の後、中期的には予算は赤字になると

予測されている。これは、債務の利払い、

NDIS、高齢者介護、医療、防衛などの長期的な

支出圧力と、生産性の伸びの低下によるもので

ある。

 

B R E N D A N  R Y N N E  
Chief Economist 
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経済予測 

本年度予算の前提条件を、以下の表にまとめた。 

2023-24 年の実質 GDP 成長率は、2022-23 年の輸出を支えていたコモディティ輸出価格の上昇が

減速することが想定されていることから、3.25%から 1.50%へ鈍化すると予想される。金融緊縮の

影響は、家計消費に現れ始めており、特にすでに発生している生活費の圧迫に伴い家計が引締めら

れていることから、成長減速の主な要因となっている。その後、賃金上昇に伴う家計の可処分所得

回復により、景気は低迷から脱すると予想される。 

Table title 
 2022-23 2023-24 2024-25 2025-26 2026-27 

GDP(実質) 3.25% 1.50% 2.25% 2.75% 2.75% 

インフレはピークに達しており、予測期間中のインフレ圧力は緩和されると予想される。本年度予

算の基礎的な前提の一つは、インフレ率の低下であり、2024-25 年にかけて RBA の目標範囲内で推

移すると予測される。連邦政府は金利の大幅な引き上げに加え、予算で発表した生活費支援対策に

より、インフレが抑制されるものと期待している。 

Table title 
 2022-23 2023-24 2024-25 2025-26 2026-27 

CPI 6.00% 3.25% 2.75% 2.50% 2.50% 

労働市場の圧力は、予測期間中いくらか緩和される見込みである。失業率は、歴史的低水準である

2022-23 年の 3.5%からは上昇するものの、2026-27 年まで 4.5%以下に抑えられると予想される。

賃金上昇率は、Fair Work Commission への高齢者介護従事者等の最低賃金補助のための割り当て

が後押しし、2022-23 年の 3.75%から、2023-24 年には 4%に上昇すると予想される。 

Table title 
 2022-23 2023-24 2024-25 2025-26 2026-27 

賃金 3.75% 4.00% 3.25% 3.25% 3.50% 

 

WHAT DOES IT MEAN FOR YOU? 

– 146 億豪ドルの生活費支援策は、既存のインフレ圧力を過度に加速させることなく、経済的弱者の生活費圧

迫の緩和に寄与するだろう。 
– 新たな支出の大半はサービス分野が対象であり、サービス業のインフレに更なる圧力がかかる可能性があ

る。労働市場がひっ迫している状況では、低賃金労働者や高齢者介護労働者の賃金引上げの連邦政府による

支援が、広く一般的な賃金上昇への圧力になる可能性がある。 
– 連邦政府は中期的に財政赤字を予測している。つまり、連邦政府は追加の歳入増加や、支出の削減を図る政

策を検討する必要がある。 
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個人税制 

今回の連邦予算案では、個人税
制関連の措置は限定的である。
個人にとって重要な変更は、
Superannuation の残高が大き
い場合の課税強化と、生活費支
援対策である。 
 

WHAT'S IN THE BUDGET? 

– 残高が 3 百万豪ドル超の

Superannuation に係る収入に対する

増税により、5 年間で 950 百万豪ドル

の税収増加  

– ATO へ 89.6 百万豪ドルの追加資金を

拠出する個人所得税コンプライアンス

プログラムにより、短期賃貸不動産に

係る控除等の取締りを実施し、474.9
百万豪ドルの税収増加 

– 2026 年 7 月 1 日より、雇用主は給与

の支払いと同時に Superannuation を

支払うことが義務化される。 

– 2022 年 7 月 1 日より、物価上昇を考

慮し、独身者、家族、高齢者と年金受

給者に対するメディケアレビーの閾値

が引き上げられる。 

– 146 億豪ドルの生活費支援パッケージ

は、家庭の電気代支払い支援、医療費

の自己負担の削減、経済的弱者の支

援、より手頃な住宅価格の実現、賃金

の引上げなどを意図するものである。 

Superannuation に対する優遇税率の変更 

2025-26 年以降、残高が 3 百万豪ドルを超える

Superannuation からの収入に適用される税率が

30％となり、約 8 万人（Superannuation 口座保

有者の 0.5 パーセント）に影響を与えると予想

される。 

現在、積立段階の Superannuation からの収入

は 15%の優遇税率で課税されている。 この優

遇措置は、残高が 3 百 万豪ドル未満のすべての

Superannuation 口座に対して継続して適用され

る。 

Superannuation 支払いのタイミング 

2026 年 7 月 1 日から、雇用主は従業員への給与

や賃金の支払いと同時に、Superannuation を支

払うことが義務付けられる。 

この変更による支払頻度の増加に対応するた

め、Superannuation Guarantee（SG）の再構

築が必要となるが、これは 2024-25 年度の連邦

予算案において最終化される予定である。 

また、連邦政府は、未払いの Superannuation
を早期に徴収するため、ATO に対して 40.2 百

万豪ドルの追加資金を拠出する。 

  

H A Y L E Y  L O C K  
Partner, People Services 

B E N  T R A V E R S  
National Leader,  
People Services 
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個人所得税務コンプライアンス プログラムの延長 

連邦政府は、個人に対するコンプライアンス活

動のために追加資金を拠出し、特に短期賃貸不

動産に係る控除など新たな税務リスクエリアの

取り締まり強化を実施する。 

メディケアレビーの変更 

2024 年 7 月 1 日より、一定の一時金に対して

メディケアレビーが免除される。 

連邦政府は、独身者、家族、高齢者、年金受給

者が引き続きメディケアレビーの免除を受けら

れるよう、最近の物価上昇を考慮した閾値の引

き上げを行う。 

個人所得税率 

過去の連邦予算案と同様、今年の連邦予算案で

も 2018 年に発表された「ステージ 3」減税の

延期は発表されなかった。 

 

 

 

課税所得(豪ドル) 現行税率 

Up to $18,200 0 

$18,201 - $45,000 19 % 

$45,001 - $120,000 32.5% 

$120,001 - $180,000 37 % 

From $180,001 45 % 
 
課税所得(豪ドル) 2024 年 7 月 1 日以降 

Up to $18,200 0 

$18,201 - $45,000 19% 

$45,001 - $200,000 30% 

From $200,001 45 % 
 

生活費支援対策 

今回の連邦予算案では、一定の世帯に対する光

熱費の軽減、単独主介護者、連邦家賃補助受給

者、ジョブシーカー等の受給者を含む労働年齢

手当受給者の受取額の増額など、様々な生活費

支援対策が含まれている。 

 

 

WHAT DOES IT MEAN FOR YOU? 

– Superannuation の残高が 3 百 万豪ドルを超える場合、Superannuation からの収入に対して 追加で 15%が

課税される。 
– 雇用主が給与支払時に Superannuation を支払うことにより、従業員の Superannuation 口座への拠出金の積

立てが早期に反映される。 
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法人税 

黒字の達成を目的とする連邦予
算案では、多国籍企業・大企業
から税金を徴収するための様々
な措置が含まれる。 
 

WHAT’S IN THE BUDGET? 

– OECD の BEPS Pillar Two に係るグロ

ーバルミニマムタックスおよび国内ミ

ニマムタックスを 2024 年から導入 

– 一般租税回避防止規定の適用範囲を大

きく拡大 

– 一定のエネルギー効率基準を満たす適

格クリーンビルディング MIT の対象を

データセンターおよびウエアハウスに

拡大 

– GST コンプライアンスプログラムの 4
年間延長 

– オーストラリアのオフショア LNG プ

ロジェクトの参加者からの石油資源利

用税（PRRT）徴収を早期化 

– Exploration および Mining, quarrying 
and prospecting rights の税務上の定義

と取扱いを明確化 

– Superannuation 支払いのタイミング

変更とコンプライアンス活動の強化 

– たばこ税を引上げ  

– 過去に発表された措置の適用開始時期

の変更 

グローバルミニマムタックスおよび国内ミニマ

ムタックス  

連邦政府は OECD の BEPS Pillar Two に関し

て、下記を実行する。 

– 15%のグローバルミニマムタックスについ

て、 Income Inclusion Rule を 2024 年 1 月

1 日以後に開始する事業年度、Undertaxed 
Profits Rule を 2025 年 1 月 1 日以後に開始

する事業年度から導入する。  

– 15%の国内ミニマムタックスを 2024 年 1 月

1 日以後に開始する事業年度から導入す

る。  

これらの規定は、年間グローバル売上が 750 百

万ユーロ以上の大規模多国籍企業に適用され

る。  

一般租税回避防止規定の適用範囲拡大  

法人税に関する一般租税回避防止規定（Income 
Tax Assessment Act 1936 の Part IVA）の適用

範囲を拡大し下記のスキームも対象とする。 

– 非居住者へ支払われた収入に対してより低

い源泉税率を適用し、オーストラリアでの

課税を減らすスキーム 

– 海外の法人税課税の減少を主要な目的とし

た、オーストラリアでの法人税の便益を享

受するスキーム  

 

J U S T I N  D A V I S  
National Leader,  
Corporate, Deals &  
International Tax 

 

A N G E L I N A  L A G A N A  
ASPAC Lead Partner,  
Tax Dispute Resolution  
& Controversy 

 

A L I A  L U M  
Tax Policy and Regulatory 
Engagement Lead 
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この変更は、スキームの開始時点に関わらず、

2024 年 7 月 1 日以降に開始する事業年度から適

用される。企業は、それぞれのスキームで採用

した税務ポジションを商業的観点からサポート

できるエビデンスがあるかを再確認すべきであ

る。   

適格クリーンビルディング MIT に係る源泉税率  

2025 年 7 月 1 日より、優遇源泉税率が適用され

る適格クリーンビルディング MIT（Managed 
Investment Trust）の対象に、一定のエネルギー

効率基準を満たすデータセンターおよびウェア

ハウスを含める。 

この変更では、既存および新規の建物は、エネ

ルギー効率の要件として、Green Building 
Council Australia と National Australian Built 
Environment Rating System の双方における 6
スターレーティングが求められることになり、

エネルギー効率が良い商業ビルへの投資が促進

される。連邦政府は、既存の建物に対する経過

措置のコンサルテーションを行う予定である。 

Build-to-rent 関連の改正  

2023 年 5 月 9 日の午後 7 時 30 分以降に建設を

開始した新規の適格 build-to-rent プロジェクト

を対象に下記の改正を行う。 

– 資本的支出に係る税務上の減価償却割合を

2.5%から 4%に引き上げる。 

– 2024 年 7 月 1 日から、MIT 投資の適格支払

いに係る源泉税率を 30%から 15%に引き下

げる。  

GST コンプライアンスプログラム 

連邦政府は、今後 4 年間にわたり ATO に 588.8
百万豪ドルを拠出し、引き続き GST コンプライ

アンスプログラムを推進する。これにより今後

5 年にわたり、GST の税収が 38 億豪ドル増

加、および他の税収も 38 億豪ドル増加するこ

とが見込まれる。また、この資金は ATO がより

高性能な GST 分析ツールを開発するためにも使

用される。 

石油資源利用税 (PRRT) 

連邦政府は、オーストラリアのオフショア LNG
プロジェクトへの参加者からの PRRT 徴収のタ

イミングを早めるため、下記の改正を行う。 

– PRRT 課税対象収入から控除できる支出の

金額を、当該収入の 90%までに制限する。

控除できなかった金額は繰り越しが可能

で、更に連邦政府の長期債券レートにより

増加することになる。  

– トーリング契約と既存インフラの使用に係

る Gas Transfer Price のルールを変更す

る。  

– 他にも現在 Gas Transfer Price の実務を反

映するための諸処の変更を実施する。   

– Taxation Ruling TR 2014/9 における ATO
の見解を反映するため、2013 年 8 月 21 日

以後に生じた支出を対象に、PRRT におけ

る Exploration の定義を明確化する 

Mining, quarrying and prospecting rights 

採掘権、採石権および探鉱権（Mining, 
quarrying and prospecting rights）は、税務上、

使用を開始するまで償却できないことを明確化

する。また、既存の権利に係るエリアを対象に

新たな権利が付与される際に税務調整が生じる

状況を制限する。これらの改正は、2023 年 5 月

9 日の午後 7 時 30 分から適用される。 

Superannuation 支払いのタイミング変更とコ

ンプライアンス活動  

雇用主は、2026 年 7 月 1 日から、従業員に係る

Superannuation Guarantee（SG）を（四半期

ごとではなく）給与の支払いと同じ日に支払う

ことが義務付けられる 。また、連邦政府は、

ATO のデータ照合機能の向上と、SG の過少支

払い取り締まりのため、2023-24 年度に ATO に

対して 40.2 百万豪ドルの資金を拠出する。 
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物品税（Excise） 

連邦政府は以下の改正を行う。 

– 2023 年 9 月 1 日から 3 年間にわたり、たば

こ税を年間 5%ずつ引き上げる。 

– 2023 年 9 月 1 日から 2026 年 9 月 1 日まで

にわたり、たばこ税の等価レートを 0.7 グ

ラムから 0.6 グラムまで段階的に引き下げ

る。 

– 違法たばこの取り締まりを強化する。 

過去に発表された措置の適用開始時期の変更 

連邦政府は、前政権が発表した措置の適用開始

時期を下記の通り変更する。 

– 調達資本を原資とする適格配当に係る措置

（2016-17 年度に発表）：2016 年 12 月 19
日から 2022 年 9 月 15 日 

– 燃料・アルコール物品税の実務の合理化に

係る措置（2022-23 年度に発表）：2023 年

7 月 1 日から 2025 年 7 月 1 日  

 
 

WHAT DOES IT MEAN FOR YOU? 

– 連邦予算案は、引き続き多国籍企業に対する課税に焦点を当てている。BEPS Pillar Two と国内ミニマムタ

ックスの適用開始時期が明らかになったため、企業は自社への影響の評価および実務対応のためのプランニ

ングを直ちに開始するべきである。 
– 一般租税回避防止規定の適用範囲拡大により、クロスボーダーのスキームやそのリストラクチャーを実行す

る際の商業的理由やそのエビデンスが更に重要性を増すであろう。特に重要な変更は、一般租税回避防止規

定の適用対象が、オーストラリアでの租税回避を目的とするスキームに限らず、また、過去に実行された取

引にも及ぶことである。 
– PRRT の改正は LNG 産業のキャッシュフロー、収入、さらに税務会計にも重要な影響を与える可能性があ

る。Gas Transfer Price に係る改正は、トーリングやバックフィルの PRRT 上の取扱いを明確にするもの

の、プロジェクトの事実関係の当て嵌めには、なお複雑性を伴う可能性がある。 
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ビジネスサポート 

サステナビリティ、イノベーシ
ョン、AI、地域の実現に向けた
ビジネスを強固にサポートする
主要な取組みを含む予算 
 

WHAT’S IN THE BUDGET? 

– 392.4 …百万豪ドル 中小企業や新興企

業がアイデアを商業化して成長するの

を支援する「産業成長プログラム

(IGP)」を設立 

– 34 …億豪ドル 国防に関するイノベー

ションや変化を促進する目的で

Advances Strategic Capabilities 
Accelerator への予算 

– 116 …百万豪ドル 量子コンピューティ

ングプロジェクトや中小企業向け AI
導入への資金提供を含む重要な技術開

発への予算 

– 10 …億豪ドル オーストラリアのバイ

オセキュリティシステムの強化、最新

のデジタルシステムの提供及び” 
Indigenous Ranger Biosecurity 
Program”の継続のための予算 

– Powering the Regions Fund の主な特

徴は以下の通り。450 百万豪ドルは貿

易産業の脱炭素化、400 百万豪ドルは

地域産業の排出量削減、400 百万豪ド

ルはクリーンエネルギー産業の発展の

ために必要不可欠な予算 

 

連邦政府は企業のアイデアの商業化を支援する

ために「産業成長プログラム(IGP)」を導入し

た。IGP は 2023 年 5 月 9 日に終了した商業化

加速プログラムを含む起業家プログラムに代わ

るものである。また、2023-2024 年内には国内

復興基金が開設されることも確認されている。

連邦政府は提案されているパテントボックスへ

の対策は進めないことと決定した。 

幸いにも、予算では R&D 関連の税制優遇措置

は据置きとなっており、この措置は企業の研究

開発投資を促進する主要なものであることに変

更はない。 

また、マレー・ダーリング公社に 100 百万豪ド

ル、コモンウェルス国立公園及び海洋保護区へ

355.1 百万豪ドル、また、遠隔地の先住民族コ

ミュティーへの水源確保を改善するナショナル

ウォーターグリッドファンドへ 150 百万豪ドル

など地域活性化のための幅広いコミットメント

が含まれている。 

 

WHAT DOES IT MEAN FOR YOU? 

– R&D 関連の税制優遇は企業の研究開発投資を支援する主要な財源のままである。 
– 国内復興基金が 2023-2024 年に開設される。 
– 産業成長基金はまもなく開設されるため、応募者は応募資格と競争力の検討を開始すること。 

G E O R G I E  A L E Y  
Partner, National Sector  
Lead, Consumer Goods  
& Agribusiness 

A L E X  D I M E T R I O U  
Partner in Charge, 
Accelerating Business Growth 

G E O R G I A  K I N G - S I E M  
Partner, Accelerating Business 
Growth, Enterprise 
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技能＆労働力 

連邦予算案ではオーストラリア
の移民プログラムをスキルと雇
用に焦点を当てたものに軸足を
移すという連邦政府のコミット
メントを強化している 
 

WHAT’S IN THE BUDGET? 

– ビザ申請手数料収入が 2022-23 年度から

の 5 年間で 665 百万豪ドル増加する。ビ

ザの申請料が 6％、一部の観光ビザ及び短

期滞在ビザのサブクラスでは 15％、そし

てビジネスイノベーションと投資ビザにつ

いては 40％増加する。 

– より多くのビザ処理とコンプライアンスに

対応するの人員拡張の為、2023-24 年度か

らの 2 年間で 75.8 百万豪ドルが費やされ

る。 

– 高齢者介護に従事する外国人留学生の労働
時間の上限を 2023 年 12 月 31 日まで延長

し需要増加に対する支援を行う。 

– 優先順位の見直しにより、より多くの幼児

５教育者の確保と採用を行う為に 年間で

72.4 百万豪ドル拠出する。 

– 女性の修了率の向上を目的とした実習支援

５の再重点化に 年間で 54.3 百万豪ドルを

投じる。 

この予算案は技能・労働力に関するものであ

り、数多くの検討と交渉の結果によるものであ

る。これらには国立大学協定や職業教育訓練の

認識と地位に関する調査、そして 2024 年 1 月

1 日から開始される国立技能協定も含まれてい

る。 

技能移民者は例外で、様々な対策が公表され、

移民制度の見直しは完了されている。連邦政府

の調査結果の検討後、さらなる改革や取組みが

期待されている。 

最近発表されたグリーンエネルギー技能調査の

委託など、より広範な技能向上と労働市場のニ

ーズを支援する為にも Jobs and Skills Australia
がより強い役割を果たすことが期待されてい

る。 

 

WHAT DOES IT MEAN FOR YOU? 

– 連邦政府は引き続き訓練制度において公的機関（TAFE）を優先させているようである。 
– 移民制度の簡素化に向けている一方で、雇用主はビザ申請手数料の増加に直面することになる。 
– 海外からの純移民数は 2022-23 年に 40 万人に達すると予想されており、雇用主は熟練労働者へのアクセス

向上を期待できる。 
– 伝統的に男性優位な産業において、女性が訓練を受けて働くことを積極的に支援するたの資金を雇用主は利

用可能 

 

J A N E  G U N N  
Partner in Charge,  
People & Change 

J E M M A  H O R S L E Y  
National Skills Lead 

 

M O R G A N  M C C U L L O U G H  
National Sector Leader,  
Education 

 

M A R K  W R I G H T  
Principal Director  
Immigration Leader 

 

J A N E  G U N N  
Partner in Charge,  
People & Change 

J E M M A  H O R S L E Y  
National Skills Lead 

 

M O R G A N  M C C U L L O U G H  
National Sector Leader,  
Education 

 

M A R K  W R I G H T  
Principal Director  
Immigration Leader 
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環境、エネルギー

政策 
連邦予算案は、連邦政府の環境とエ
ネルギーにかかる政策目標を推進す
るための多額の資金供給とアンダー
ライティングを示すものである。  

WHAT’S IN THE BUDGET? 

– 連邦予算案で新たに盛り込まれた「Hydrogen 
Headstart」プログラムでは、グリーン水素の製

造体制を支援するために 20 億豪ドルが割当てら

れている。  

– 昨年度予算案において 19 億豪ドルを計上した

Powering the Region Fund (PRF)については、貿

易露出産業の排出に対する投資を支援するため

に 6 百万豪ドル、脱炭素化にかかる重要なイン

プットを製造する施設への支援として 4 百万豪

ドル、地方でのクリーンエネルギー開発に対し

て 4 百万豪ドルが割り当てられた。 

– Capacity Investment スキーム（金額は非公表）

は、クリーンエネルギー発電と貯蔵への投資を

行う。  

– 水素と再生可能エネルギーに関連する排出量を

追跡・検証するための Guarantee of Origin 
Certificate スキームについて、4 年間で 38.2 百

万豪ドルを割り当てる。 

– Energy Bill Relief ファンドに 2 年間で 15 億豪ド

ルを割り当てる。これは、5 百万の世帯と百万の

企業に、エネルギー料金にかかる直接的な支援

を行うものである。 

– エネルギー効率を向上させる住宅改修支援を目

的とした Households Energy Upgrades ファン

ドに対し 13 億豪ドル相当を割り当てる。 

 

Small Business Energy Incentive として 3 年間で

314 百万豪ドルの割り当てを行う。これは本 

予算には、産業とエネルギーの脱炭素化に対する非

常に大きな支援が盛り込まれている。クリーンエネ

ルギーをめぐる世界的な競争が激化する中で、競争

力のある製造契約を通じて水素製造を支援するため

の大規模な資金が新たに計上されている。また、オ

ーストラリアが競争力のある投資先であり続けるた

めのさらなる取組みについて、2023 年にレビューが

実施される予定である。 

産業排出物の脱炭素化のための多額の資金は、PRF
からの割り当てを通じて利用することができる。 

Capacity Investment スキームは、南オーストラリア

州とビクトリア州でのオークションを通じて、新た

な再生可能エネルギー開発と貯蔵への投資により、

2030 年までに 82％の再生可能エネルギーを生成する

という連邦政府の目標達成の試みを支援するもので

ある。連邦政府は、ニューサウスウェールズ州で行

われている同様の取組との連携により、これらの新

しいオークションを実行する予定である。 

 

WHAT DOES IT MEAN FOR YOU? 
– 新たな水素製造体制の構築、産業の脱炭素化、クリーンエネルギー投資への大幅な支援。 

– 家庭や中小企業のエネルギー効率改善やエネルギー利用のための新しい支援。 

– 南オーストラリア州とビクトリア州における新たな再生可能エネルギー発電および貯蔵のための投資の機会。 

 

 

A D R I A N  K I N G  
Partner in Charge, Climate 
Change & Sustainability 

B A R R Y  S T E R L A N D  
Partner, Energy  
Transition Leader 

 

S A L L Y  T O R G O M A N  
Partner, Commercial Advisory  
& Transactions 
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連邦予算案は、オーストラリア企業
が、グリーンファイナンスへのアク
セス構築を含む実行可能な移行計画
を策定し、労働者や影響を受けるコ
ミュニティとの緊密な協力により、
前向きな経済移行を確実に実行する

必要性を強調するものである。  

Climate and Nature 

WHAT’S IN THE BUDGET? 

– Sustainable Finance アジェンダに対

し、4 年間で 14. 2 百万豪ドルを割当て

る。これは、ソブリン・グリーンボン

ド・プログラムの設立、持続可能な金融

手法の開発、グリーンウォッシングに対

処するための ASIC へのさらなる資金提

供を行う。 

– 炭素クレジットの独立した審査体制構築

にかかる優先的な改革の実施（2 年間で 
18.1 百 万豪ドル）。 

– Environment Protection Australia の設立

を支援し、自然修復を目的とする市場の

基盤整備を継続するための Nature 
Positive プランに対して、4 年間で

214.1 百万豪ドルを拠出する。 

– オーストラリアで初めての取組みとなる

国家的な気候リスクアセスメントとその

適応計画を策定するための National 
Climate Adaption and Risk プログラム

（2 年間で 28 百万豪ドル）。 

– 地方における脱炭素化に伴う秩序ある前

向きな経済転換を確保するため、影響を

受ける労働者への支援を含め、National 
Net Zero Authority（4 年間で 83.2 百万

豪ドル）を設置する。 

これらの施策は、オーストラリアのサスティナ

ブル・ファイナンスの枠組みがさらに進展して

いることを反映している。ソブリン・グリーン

ボンド・プログラムの設立は、グリーンキャピ

タルマーケットの深化を支援するものである。

オーストラリアのサステナブル・ファイナンス

の仕組みの開発は、経済活動をサステナビリテ

ィの成果に従って識別することで、これを強化

するものである。これは、「グリーンウォッシ

ング」やその他のサスティナブル・ファイナン

スに対する不正行為を取り締まるためのさらな

る施策によって補完される。 

オーストラリア炭素クレジットユニット

（ACCU）市場に対する優先的な改革の実施も

同様に、その整合性と透明性を強化し、セーフ

ガードメカニズムの改革を通じて、需要が増加

している投資活動への支援を行う。主な施策と

しては、ACCU の手法の整合性を確保するため

の Carbon Abatement Integrity Committee の設

立、人為的な再生プロジェクトの監査、情報シ

ステムの改善などが挙げられる。 

Nature Positive プランは、2030 年までにオー

ストラリアの陸と海の 30％を保護するというオ

ーストラリア連邦政府の公約を支持するもので

ある。Environment Protection Authority の設立

により、環境法の施行が強化され、自然保護市

場が私有地での自然保護能力の向上に貢献する

こととなる。 

オーストラリアは、初の国家気候リスクアセス

メントと国家適応計画を策定する。これによ

り、気候変動によるオーストラリアへのリスク

を理解し、そのリスクに適応するための計画を

支援する。 

National Net Zero Authority は、コミュニティと

その影響を受ける労働者への支援を確実にする

ために、上記のプログラムの一部を含む、企業

と連邦政府の行動を調整する新しい主要機関と

して設置されることとなる。  

 

WHAT DOES IT MEAN FOR YOU? 

– 企業の ESG 情報開示の透明性と信頼性を確保し、グリーンキャピタルへのアクセスを向上させる。 
– 自然資本リスクと市場機会に対するエクスポージャーの把握。 
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交通とインフラ 
1,200 億豪ドルのインフラ投資プロ
グラムに対する連邦政府の独立した
レビューは、投資は長期的な生産
性、サプライチェーン及び経済成長
を改善するプロジェクトに集中する
という堅実なものである。一方で、
レビューが完了し、州および自治体
と連携して優先順位を決定するまで
の間、インフラセクターに不確実性
が生じる懸念がある。 
 

WHAT’S IN THE BUDGET? 

– 1,200 億豪ドルのインフラ投資プログ

ラム（IIP）に対する独立した戦略的レ

ビューの実施  

– 2032 年のブリスベンオリンピック、

パラリンピックの会場インフラの支援

として 10 年間で 34 億豪ドル  

– 生産性と雇用を支援するためのインフ

ラに対して 10 年間で 18 億豪ドル 

– 大型輸送トラックの道路利用税の引き

４上げに伴って、 年間で燃料税額控除

が 11 億豪ドル減少  

– ６持続可能な都市開発に対して 年間で

687 百万豪ドルの投資 

連邦政府は、インフラ投資プログラム（IIP）に

対する独立した戦略的レビューを実施し、今後

10 年間にわたる 1,200 億豪ドルのパイプライン

が目的に適合し、また連邦政府による投資は、

各地域において、長期的な生産性、サプライチ

ェーン及び経済成長を改善するプロジェクトに

集中することを挙げている。  

IIP プロジェクトのスケジュールはレビュー後に

最終化され、州および自治体と共に優先順位が

決定される。  

また、連邦政府は 2032 年のブリスベンオリン

ピック、パラリンピックの会場インフラを支援

するために、10 年間で以下の投資上限を含む最

大 34 億豪ドルを支出する予定である。 

– ブリスベンアリーナの設置に 25 億豪ドル 

– Minor venue プログラムの一環として、16
会場の新設及び改修に 935 百万豪ドル  

– また、連邦政府は持続可能な都市開発に対

して以下を含む 687.4 百万豪ドルを投資 

– 305 百万豪ドル：Macquarie Point Precinct 
and University of Tasmania Stadium 

– 211.7 百万豪ドル：Thriving Suburbs 
Program  

– 159.7 百万豪ドル：Urban Precincts and 
Partnerships Program 

WHAT DOES IT MEAN FOR YOU? 

– 連邦政府による IIP のレビューが完了し、州および自治体と連携して優先順位が決定されるまでの間、イン

フラセクターにおける不確実性が増加する。  
– ３ ６ １大型輸送トラックの道路利用税が 年間にわたり年間 ％増加。 リットル当たり 32.4 セントになること

で輸送コストが増大し、その結果、消費者への影響が見込まれる。 

 

P A U L  F O X L E E  
National Sector Leader,  
Transport & Infrastructure 

 
 

P A U L  F O X L E E  
National Sector Leader,  
Transport & Infrastructure 
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